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退職金共済制度取扱要領等の一部改正について（通知）

中小企業退職金共済法の改正に伴い、別添のとおり取扱要領等の一部を改正しました

ので、お知らせします。

つきましては、貴会の会員に対する周知について、御協力くださるようお願いします。

担当：建設政策課

建設業チーム

TEL. 018-860-2425



建設業退職金共済制度取扱要領等の一部改正
建設業退職金共済制度取扱要領の一部改正 新旧対照表

新 旧

１ 契約担当者は、工事請負契約を締結した場合に １ 契約担当者は、工事請負契約を締結した場合に

おいては、建設業退職金共済制度（以下「建退共 おいては、建設業退職金共済制度（以下「建退共

制度」という。）の発注者用掛金収納書（証紙貼 制度」という。）の発注者用掛金収納書（

付方式は別紙１の収納書を別紙２の掛金収納書提 別紙１

出用台紙に貼付、電子申請方式は別紙３のみ、以 、以

下「収納書」という。）を当該工事を受注した建 下「収納書」という。）を当該工事を受注した建

設業者（以下「受注業者」という。）から提出さ 設業者（以下「受注業者」という。）から提出さ

せるものとする。 せるものとする。

２ 前項の収納書は、工事請負契約締結後証紙貼付 ２ 前項の収納書は、工事請負契約締結後

方式においては１か月以内、電子申請方式におい １か月以内

ては４０日以内に提出させるものとする。ただし に提出させるものとする。ただし

、電子申請方式において、退職金ポイント購入が 、

口座振替による場合であって、発注機関に対して

勤労者退職金共済機構（以下「機構」という。）

の電子申請専用サイトで発行される「掛金口座振

替申込受付書」（別紙４）が提出される場合、又

は工事請負契約締結当初は工場製作の段階である 工事請負契約締結当初は工場製作の段階である

ため建退共制度の対象労働者を雇用しない等の理 ため建退共制度の対象労働者を雇用しない等の理

由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出 由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出

できない事情があると認められる場合において、 できない事情があると認められる場合において、

あらかじめ発注機関に申し出たときは、この限り あらかじめ発注機関に申し出たときは、この限り

でない。 でない。

３ 契約担当者は、前項ただし書の場合においては ３ 契約担当者は、前項ただし書の場合においては

、受注業者からその理由及び共済証紙又は退職金 、受注業者からその理由及び共済証紙

ポイント（以下「共済証紙等」という。）の購入 の購入

予定時期を書面により申出させるものとする。 予定時期を書面により申出させるものとする。

４ 契約担当者は、受注業者から第２項ただし書の ４ 契約担当者は、受注業者から第２項ただし書の

申出があった場合、請負契約額の増額変更があっ 申出があった場合、請負契約額の増額変更があっ

た場合等において、受注業者が共済証紙等を追加 た場合等において、受注業者が共済証紙 を追加

購入したときは、当該共済証紙等に係る収納書を 購入したときは、当該共済証紙 に係る収納書を

工事完成時までに提出させるものとする。 工事完成時までに提出させるものとする。

なお、受注業者から第２項ただし書の申出があ なお、受注業者から第２項ただし書の申出があ

った場合、請負契約額の増額変更があった場合等 った場合、請負契約額の増額変更があった場合等

において、受注業者が共済証紙等を追加購入しな において、受注業者が共済証紙 を追加購入しな

かったときは、その理由を書面により申出させる かったときは、その理由を書面により申出させる

ものとする。 ものとする。

５ 収納書確認の際、建退共制度と建設キャリアア （新設）

ップシステム活用への完全移行に向けた環境整備

を図る観点から、建設キャリアアップシステム登

録情報について記載の確認をし、受注業者が建設

キャリアアップシステムの事業者登録を行ってい

る場合には、就業履歴が蓄積可能な環境の有無に

ついて確認し、必要に応じて各現場へのカードリ

ーダーの設置など適切な対応を促す。

６ 契約担当者は、工事完成届とともに建設業退職 ５ 契約担当者は、工事完成届とともに



金共済制度掛金充当実績総括表（別紙５）及び建 建

退共証紙貼付実績書（別紙６ ）を受注業者か 退共証紙貼付実績書（別紙１－２）を受注業者か

ら提出させるものとする。 ら提出させるものとする。

なお、共済証紙等の貼付等率が著しく低いとき なお、共済証紙 の貼付等率が著しく低いとき

は、その理由を書面により申出させるものとする は、その理由を書面により申出させるものとする

。 。

７ 契約担当者は、共済証紙等の購入状況を把握す ６ 契約担当者は、共済証紙 の購入状況を把握す

るため必要があると認められるときは、受注業者 るため必要があると認められるときは、受注業者

又は 機構の建退共都道府県支部 又は勤労者退職金共済機構の建退共都道府県支部

に対し、共済証紙等の受払 簿その他関係資料の に対し、共済証紙 の受払い簿その他関係資料の

提出を求めるものとする。 提出を求めるものとする。

８ 契約担当者は、共済証紙等の購入について、受 ７ 契約担当者は、共済証紙 の購入について、受

注業者が建設現場ごとの建退共制度の対象労働者 注業者が建設現場ごとの建退共制度の対象労働者

数及びその就労予定日数を的確に把握し、必要な 数及びその就労予定日数を的確に把握し、必要な

枚数又はポイントを購入すれば十分であることに 枚数 を購入すれば十分であることに

留意するものとする。 留意するものとする。

なお、その的確な把握が困難である場合におい なお、その的確な把握が困難である場合におい

て、 機構が定めた「掛金納付 て、勤労者退職金共済機構が定めた「共済証紙購

の考え方について（別紙７）」を受注業者が参 入の考え方について（別紙２）」を受注業者が参

考とする際には「労働者延べ就労予定日数」の７ 考とする際には「労働者延べ就労予定 数」の７

割が建退共制度の対象労働者であると想定して算 割が建退共制度の対象労働者であると想定して算

出された値が示されていることを踏まえ、当該値 出された値が示されていることを踏まえ、当該値

に 対象工事における労働者の建退共制度加入率 に 対象工事における労働者の建退共制度加入率
７０％ ７０％

を乗じた値を参考とすべきであることに留意する を乗じた値を参考とすべきであることに留意する

とともに、受注業者に対し「対象工事における労 とともに、受注業者に対し「対象工事における労

働者の建退共制度加入率」を把握するよう求める 働者の建退共制度加入率」を把握するよう求める

ものとする。 ものとする。

９ 契約担当者は、工事を発注するための現場説明 ８ 契約担当者は、工事を発注するための現場説明

書又は入札等の機会において、受注業者が建退共 又は入札等の機会において、受注業者が建退共

制度に加入することを勧奨するとともに、第１項 制度に加入することを勧奨するとともに、第１項

から第７項までに掲げる事項のほか、以下の事項 から第６項までに掲げる事項のほか、以下の事項

を説明事項として取り扱うものとする。 を説明事項として取り扱うものとする。

（１） 受注業者は、自ら雇用する建退共制度の対 （１） 受注業者は、自ら雇用する建退共制度の対

象労働者に係る共済証紙等を購入し、証紙貼付方 象労働者に係る共済証紙 を購入し、

式においては当該労働者の共済手帳に共済証紙を 当該労働者の共済手帳に共済証紙を

貼付、電子申請方式においては、機構に対し、電 貼付

子申請専用サイトを通じて、就労状況報告を行い

、掛金を充当すること。 すること。

（２） 受注業者が下請契約を締結する際は、下請 （２） 受注業者が下請契約を締結する際は、下請

業者に対して建退共制度の趣旨を説明するととも 業者に対して建退共制度の趣旨を説明するととも

に、下請業者が雇用する建退共制度の対象労働者 に、下請業者が雇用する建退共制度の対象労働者

に係る共済証紙等を併せて購入して証紙貼付方式 に係る共済証紙 を併せて購入して

においては現物により交付し、電子申請方式にお 現物により交付し、

いては退職金ポイントの充当を一括して申請する

こと、又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中 又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中

に算入することにより、下請業者の建退共制度へ に算入することにより、下請業者の建退共制度へ

の加入並びに共済証紙等の購入及び貼付又は掛金 の加入並びに共済証紙 の購入及び貼付

充当を促進すべきこと。 を促進すべきこと。

（３） 略 （３） 略



１０ 契約担当者は、受注業者が建退共制度へ未加 ９ 契約担当者は、受注業者が建退共制度へ未加入

入の場合は、理由を確認の上、必要と認める場合 の場合は、理由を確認の上、必要と認める場合は

は、加入及び共済証紙等の購入・貼付・掛金充当 、加入及び 証紙 の購入・貼付

についての指導を行うものとする。 についての指導を行うものとする。

１１ 契約担当者は、受注業者で相当の理由なくし １０ 契約担当者は、受注業者で相当の理由なくし

て共済証紙等を購入しないもの又は正当な理由な て 証紙 を購入しないもの又は正当な理由な

く共済証紙等を貼付等しないものについては、指 く 証紙 を貼付等しないものについては、指

名において考慮できるものとする。 名において考慮できるものとする。

１２ 受理した 収納書は、 １１ 受理した発注者用掛金収納書は、建設業退職

金共済制度証紙購入確認書（別紙３）に貼付し、

工事台帳備考欄に証紙確認年 処理するとともに、工事台帳備考欄に証紙確認年

月日を記入の上、入札執行課所で別途一括保管す 月日を記入の上、入札執行課所で別途一括保管す

るものとする。 るものとする。

１３ 略 １２ 略





改正後の規定は、令和５年９月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行う建設工事から適用する。



入札参加にあたっての留意事項の一部改正 新旧対照表

新 旧

１０ 建設業退職金共済制度への加入等について １０ 建設業退職金共済制度への加入等について

県では、建設労働者の労働福祉の向上を図るため 県では、建設労働者の労働福祉の向上を図るため

、建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」と 、建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」と

いう。）の掛金を予定価格に計上し、その普及に いう。）の掛金を予定価格に計上し、その普及に

努めています。ついては、制度の趣旨を理解の上 努めています。ついては、制度の趣旨を理解の上

、次の事項を遵守してください。 、次の事項を遵守してください。

（１） 建退共制度の証紙貼付方式とした場合は対 （１） 建退共制度の 対

象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者の 象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者の

共済手帳に証紙を貼付する、また、電子申請方式 共済手帳に証紙を貼付する

とした場合は対象労働者に係る退職金ポイントを

購入し、勤労者退職金共済機構（以下「機構」と

いう。）に対し、電子申請専用サイトを通じて、

就労状況報告を行い、掛金を充当すること。 こと。

（２） 下請契約を締結する際は、下請業者に対し （２） 下請契約を締結する際は、下請業者に対し

て建退共制度の趣旨を説明するとともに、証紙貼 て建退共制度の趣旨を説明するとともに、

付方式とした場合は下請業者が雇用する建退共制 下請業者が雇用する建退共制

度の対象労働者に係る共済証紙を併せて購入して 度の対象労働者に係る共済証紙を併せて購入して

現物により交付すること、また、電子申請方式と 現物により交付すること、

した場合は下請業者が雇用する建退共制度の対象

労働者に係る退職金ポイントを合わせて購入し、

退職金ポイントの充当を一括して申請すること、

又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中に算入 又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中に算入

することにより、下請業者の建退共制度への加入 することにより、下請業者の建退共制度への加入

並びに共済証紙又は退職金ポイント（以下「共済 並びに共済証紙

証紙等」という。）の購入及び貼付又は掛金充当 の購入及び貼付

を促進すること。 を促進すること。

（３） 建退共制度の発注者用掛金収納書（以下「 （３） 建退共制度の発注者用掛金収納書（以下「

収納書」という。）を工事請負契約締結後証紙貼 収納書」という。）を工事請負契約締結後

付方式においてはｌヶ月以内に、電子申請方式に ｌヶ月以内に

おいては４０日以内に県に提出すること。 県に提出すること。

なお、電子申請方式において、退職金ポイント なお、

購入が口座振替による場合であって、発注機関に

対して機構の電子申請専用サイトで発行される「

掛金口座振替申込受付書」が提出される場合、又

は工事請負契約締結当初は工場製作の段階である 工事請負契約締結当初は工場製作の段階である

ため建退共制度の対象労働者を雇用しない等の理 ため建退共制度の対象労働者を雇用しない等の理

由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出 由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出

できない事情がある場合は、あらかじめその理由 できない事情がある場合は、あらかじめその理由

及び共済証紙等の購入予定時期を書面により申し 及び共済証紙 の購入予定時期を書面により申し

出ること。 出ること。

（４） （３）の申出を行った場合又は工事請負 （４） （３）の申出を行った場合又は工事請負

契約額の増額変更があった場合等において、共 契約額の増額変更があった場合等において、共

済証紙等を追加購入したときは、当該共済証紙 済証紙 を追加購入したときは、当該共済証紙

等に係る収納書を工事完成時までに提出するこ に係る収納書を工事完成時までに提出するこ

と。 と。



なお、（３）の申出を行った場合又は工事請 なお、（３）の申出を行った場合又は工事請

負契約額の増額変更があった場合等において、 負契約額の増額変更があった場合等において、

共済証紙等を追加購入しなかったときは、その 共済証紙 を追加購入しなかったときは、その

理由を書面により申し出ること。 理由を書面により申し出ること。

（５） 別に定める建設業退職金共済制度掛金充 （５） 別に定める

当実績総括表及び建退共証紙貼付実績書を作成 建退共証紙貼付実績書を作成

し、工事完成届に添付して県に提出すること。 し、工事完成届に添付して県に提出すること。

（６） 県から共済証紙等の受払簿その他関係資 （６） 県から共済証紙 の受払簿その他関係資

料の提出を求められた場合は、速やかに提出す 料の提出を求められた場合は、速やかに提出す

ること。 ること。

（７） 略 （７） 略

改正後の規定は、令和５年９月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行う建設工事から適用する。


